
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

2,055,645 2,164,566 2,289,064 2,416,395 2,533,558

904,145 223,000 2,114,000 314,000 -

0 0 0 0 -

2,959,790 2,387,566 4,403,064 2,730,395 2,533,558

2,751,409 2,356,148 4,307,401 2,703,111

93.0% 98.7% 97.8% 99.0%

基準値 目標値

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

－ 別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 前年度以上

－ － 前年度以上 前年度以上 前年度以上

基準値 目標値

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

－ 14,558 12,501 12,081 10,118 9,509 前年度以上

－ － － 前年度以上 前年度以上

基準値 目標値

－
第5クール
(13～15年

度)

第6クール
(16～18年

度)

第7クール
(19～21年度)

第8クール
(22～24年度)

第9クール
(25～27年

度)

第9クール
(25～27年

度)

－ 34.7 31.2 32.0 32.5
第7クール
に比し倍
増

－ － －
第7クールに比
し倍増

基準値 目標値

－ 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

－ 別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 別紙参照 前年度以下

－ － 前年度以下 前年度以下 前年度以下

施策の概要
理容、美容、クリーニングをはじめとした生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等、並びに多数の者が使
用・利用する建築物の衛生的環境の確保等により、公衆衛生の向上、増進を図り、もって利用者又は消費者の利
益の擁護に資し、国民生活の安定に寄与することを目的とします。

モニタリング結果報告書

（厚生労働省24（Ⅱ－５－１））

施策目標名 生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等により、生活衛生の向上、増進を図ること（施策目標Ⅱ－５－１）

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関

連計画等）

○生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和32年法律第164号）に基づき、国民の日常生
活に極めて深い関係のある生活衛生関係営業（理容業、美容業、クリーニング業、旅館業、公衆浴場業、興行場
営業、飲食店営業、喫茶店営業、食肉販売業、氷雪販売業）について、衛生水準の確保及び振興等を図ることに
より、公衆衛生の向上及び増進に資し、国民生活の安定に寄与します。
○建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号）に基づき、多数の者が使用・利用する
建築物の衛生環境の改善及び向上を図ることにより、公衆衛生の向上及び増進に資し、国民生活の安定に寄与し
ます。

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
（項）生活衛生対策費[平成25年度予算額：２，５３３，５５８千円]

〈関連税制〉
・生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法
の運営費交付金は含まな

い。

区分 26年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a） 3,163,017

補正予算（b）

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c） 3,163,017

執行額（千円、d）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等

のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

- - -

測定指標
指標１

振興計画の業種別認定率

実績値

年度ごとの目標値

指標２
日本政策金融公庫貸付件数

実績値

年度ごとの目標値

実績値

指標３
クリーニング師研修受講率

年度ごとの目標値

指標４
建築物環境衛生管理基準への

不適合率

実績値

年度ごとの目標値



参考・関連資料等

関連法令（右記検索サイトから検索できます。）　URL：http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi
○生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律
○株式会社日本政策金融公庫法
○クリーニング業法
○建築物における衛生的環境の確保に関する法律

関連行政の事業レビューシート
　URL：http://www.mhlw.go.jp/jigyo_shiwake/gyousei_review_sheet/2013/h24_2-5-1.html

担当部局名 健康局生活衛生課 作成責任者名 生活衛生課長 依田 泰 政策評価実施時期 平成25年８月



別紙

指標１：振興計画の業種別認定率（単位：％）
20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

理容業 100 100 100 100 100
美容業 100 100 100 100 100
興行場業 55.6 55.6 57.8 57.8 64.4
クリーニング業 100 100 100 100 100
公衆浴場業 47.7 51.2 51.2 52.4 51.2
旅館業 100 100 100 100 100
旅館業（簡易宿所） 25.0 25.0 50.0 50.0 50.0
食肉販売業 100 100 100 97.7 97.8
食鳥肉販売業 100 100 100 100 100
氷雪販売業 30.8 30.8 30.8 30.8 30.8
飲食店営業（すし店） 95.3 95.3 95.3 95.3 95.3
飲食店営業（めん類） 100 100 100 100 100
飲食店営業（中華料理業） 95.2 95.2 95.2 95.2 100
飲食店営業（社交業） 97.4 97.4 100.0 100.0 97.4
飲食店営業（料理業） 93.3 93.3 93.3 93.3 90.0
喫茶店営業 96.7 96.7 96.7 96.6 96.4
飲食店営業（一般飲食業） 100 100 100 100 97.2
全業種合計 89.2 89.6 90.4 90.1 90.2

指標４：建築物環境衛生管理基準への不適合率（単位：％）
20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

浮遊粉じんの量 2.0 1.9 1.9 2.1 集計中
一酸化炭素含有率 0.4 0.5 0.5 0.5 集計中
二酸化炭素含有率 17.7 18.4 18.3 20.6 集計中
温度 18.6 20.1 22.0 27.4 集計中
相対湿度 46.1 46.3 47.9 50.3 集計中
気流 1.6 1.8 1.7 1.6 集計中
ホルムアルデヒドの量 1.7 1.4 1.9 2.2 集計中
水質基準 0.6 0.8 0.9 0.6 集計中
残留塩素含有率 2.6 3.1 2.3 2.2 集計中


